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	第1　　用語の定義
	第2 本件事業の概要
	1. 総則
	2. 事業者
	3. 設計及び建設等

	ア 事業者は，本件施設等について，第3　18．19．に規定する完工手続を完了する責任を負う。
	イ 事業者は，設計図書に基づいて工事が行われたことを検査する。
	ウ 市は，事業者がイに従って検査した本件施設等について完工確認を行う。
	エ 事業者は，本件施設を完工後，事業協定の規定に従って市に譲渡する。
	4. 本件施設の譲渡，維持管理及び運営

	第3 本件施設等の設計及び建設等
	1. 総則
	2. 設計及び建設費用並びに資金調達
	3. 建設場所の管理
	4. 許認可及び届出等
	5. 建設に伴う各種調査
	6. 近隣対応
	7. 設計
	8. 建設

	ア 事業者又は工事監理者は，別紙２に規定する書類を本件施設等の工事の着手前に市に提出する。
	イ 事業者は，工事工程表を作成し，市に提出の上，［建設企業］をして，これに従って工事を遂行させる。
	ウ 事業者は，工事現場に常に工事記録を整備させる。
	エ 事業者又は工事監理者は，別紙3に規定する書類を施工時に市に提出する。
	オ [建設企業]は，建設工事安全施工技術指針，建設工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編），建設副産物適正処理推進要綱，建設工事共通仕様書及び同標準図，機械設備工事共通仕様書及び同標準図，電気設備工事共通仕様書及び同標準図，その他の関連要綱・各種基準等を参照して工事を施工する。
	ア 市が工期の変更を請求した場合，当該変更の可否は，市と事業者の協議によりこれを定める。
	イ 事業者が，不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守できない場合で，工期の変更を請求したときは，市と事業者の協議によりこれを定める。協議が整わない場合は，市が合理的な工期を定め，事業者がこれに従う。
	9. 工期の変更による費用負担
	10. 市による立会い又は確認
	11. 設計変更

	ア 市は，必要があると認める場合，書面により設計の変更を事業者に求めることができる。事業者は，当該変更の請求に対し速やかに検討の結果を市に通知しなければならない。ただし，市は，工期の変更を伴う設計変更を事業者に請求することはできない。
	イ 市の請求により設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費用が発生したときは，設計変更についての帰責性の割合に応じて，市又は事業者が当該費用を負担する。
	ア 事業者は，市の承諾を得た場合を除き，設計変更を行うことはできない。
	イ 事業者が市の承諾を得て設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費用が発生したときは，設計変更についての帰責性の割合に応じて，市又は事業者がその費用を負担する。
	12. 第三者への委託等
	13. 工事監理者
	14. 工事の中止
	15. 第三者に及ぼした損害
	16. 不可抗力による損害
	17. 履行保証等
	18. 本件施設の完工検査，完工確認等

	ア 事業者は，自己の責任及び費用において，完工検査並びに器具及び備品のテスト等を行う。
	イ 市は，事業者が行う完工検査への立会いを求めることができる。
	ウ 事業者は，市に対して，事業者が行う完工検査の7日前に，完工検査を行う旨を通知する。
	エ 完工検査に対する市の立会いの有無を問わず，事業者は，市に対して完工検査の結果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。
	エ　事業者は，機器・備品等の取扱いに関する市への説明を，試運転とは別に実施する。
	市が(2)に基づき本件施設が設計図書に従い建設されていること及びその維持管理が可能であることを確認し，かつ，事業者が提案に基づき別紙4の2.に掲げる種類及び内容を有する保険に加入しその保険証書の写しを別紙5に掲げる竣工図書と共に市に対して提出した場合，市は事業者に対して速やかに完工確認書を交付する。事業者は市の完工確認書を受領しなければ本件施設の維持管理を開始することはできない。
	ア　事業者は，本件施設の維持管理・運営開始予定日までに，本件施設の維持管理に必要な人員を確保し，かつ，維持管理に必要な訓練，研修等を行う。
	イ　事業者は，アに規定する研修等を完了し，かつ，維持管理仕様書に従って本件施設を維持管理することが可能となった段階で，市に対して通知を行う。
	ア　事業者は，平成14年9月1日に先立ちプール施設の運営に必要な人員を確保し，かつ，運営に必要な訓練，研修を行う。
	イ　事業者は，アに規定する研修等を完了し，かつ，運営仕様書に従ってプール施設を運営することが可能となった段階で，市に対して通知を行う。
	市は，事業者からプール施設の運営が可能となった旨の通知を受けた後，施設の具体的運営状況並びに施設の器具及び備品を確認するために，温水プールの運営開始前に事業者に対して施設の試運転を求めることができ，また，当該確認の結果施設の運営が運営仕様書の条件を満たしていないと判断した場合，事業者に対して是正を求めることができる。
	19. 屋外運動場の完工検査，完工確認等

	ア 事業者は，自己の責任及び費用において，完工検査並びに器具及び備品のテストを行う。
	イ 市は，事業者が行う完工検査への立会いを求めることができる。
	ウ 事業者は，市に対して，事業者が行う完工検査の7日前に，完工検査を行う旨を通知する。
	エ 完工検査に対する市の立会いの有無を問わず，事業者は，市に対して完工検査の結果を検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて報告する。
	20. 引渡し手続
	21. 瑕疵担保責任
	22. 建設期間中の保険

	第4 本件施設等の維持管理及び運営
	1. 総則
	2. 本件施設等の維持管理

	事業者は，維持管理仕様書に従って本件施設等の維持管理を行う。事業者は，事前に市へ届け出た場合を除き，出資者以外の者に本件施設の維持管理の全部又は大部分を委託してはならない。維持管理の一部に関しては，事前に市に通知することにより出資者以外の者に委託できるが，この場合当該委託が終了したときにはその旨市に通知するものとする。
	維持管理仕様書は，合理的な理由に基づき市又は事業者が請求した場合において，市と事業者が合意したときに限り，その内容を変更することができる。
	3. プールの運営

	本件施設のうち温水プールについては，運営仕様書に従って，運営するものとする。
	市は，事業者と協議のうえ，運営仕様書の内容を変更することができる。これに伴い，運営費用が増加する場合には，市は増加分を負担するものとする。
	ア 事業者は，温水プールの一般開放において運営仕様書に従って作成したサービスプログラムを提供する。
	イ 事業者は，サービスプログラムを実施する前に，市に対して，当該サービスプログラムの具体的内容を通知する。
	ウ 事業者が，市に対して通知したサービスプログラムの内容を運営仕様書の範囲内で変更する場合，事前に市に対して通知するものとする。なお，当該変更について，市及び事業者は適宜協議するものとする。
	ア 事業者は，プールの運営業務を［プール運営企業］に委託するものとする。事業者が事前に市へ届け出ることにより，［プール運営企業］が［プール運営企業］以外の者にプール運営業務の一部を委託することができる。
	4. 近隣対応
	5. 許認可及び届出等
	6. 業務報告書
	7. サービス購入費

	ア 市は，事業者が維持管理仕様書及び運営仕様書に従い本件施設等を適切に維持管理及び運営していることを市が確認することを条件として，事業者に対して，あらかじめ市と事業者が合意した額のサービス購入費を事業協定に定める支払スケジュールに従って年2回支払う。
	イ 市は，平成14・15年度における本件施設のプール利用者数の実績等を勘案して基本利用者数を定め，それを超える利用者数（学校教育で使用する場合等の利用者数を除く。）に応じた変動費を，アに規定するサービス購入費の一部として平成16年度から支払う。なお，市は利用実績を確認することを条件として変動費を支払うものとし，また，基本利用者数等は利用実績を踏まえて5年ごとに見直すことができるものとする。
	ウ アに規定する確認は，主として事業者が市に対して提出する業務報告書を通じて行うものとする。市は事業者に対して当該確認の結果を通知するものとし，当該通知の後に事業者は市に対してサービス購入費支払の請求書を提出する。なお，当該確認の結果，事業者に対するサービス購入費の支払額が減額されることがある
	ア 業務報告書の記載により，本件施設等の維持管理及び運営について，市が求める維持管理仕様書又は運営仕様書の水準を満たしていない事項が存在することが市に判明した場合，市は事業者に対して当該事項の是正を指導する。
	イ 市が事業者に対してアに規定する指導を行った後市が提示する是正期間を経過しても当該指導の対象となった事項が各仕様書の求める水準に至るまで改善されない場合，市は事業者に対して支払うサービス購入費の額を別紙9記載の方法により減額する。
	8. モニタリングの実施
	9. 第三者に及ぼした損害等
	10. 市が加入する保険

	第5 契約期間及び契約の終了
	1. 契約期間
	2. 事業者の債務不履行による契約の早期終了

	ア 事業者が，設計又は建設工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は建設工事に着手せず，相当の期間を定めて催告しても当該遅延について事業者から市が満足すべき合理的な説明がないとき。
	イ 事業者の責めに帰すべき事由により，引渡し予定日から30日が経過しても本件施設の引渡しができないとき，又はその見込みがないことが明らかに認められるとき。
	ウ ア及びイに掲げる場合のほか，事業者が事業協定に違反し，その違反により事業協定の目的を達することができないと認められるとき。
	ア 事業者の責めに帰すべき事由により，連続して30日以上又は1年間において60日以上，事業者が本件施設等の維持管理又は運営業務において市の求める仕様が確保されないとき。
	イ プールの運営体制が，維持管理・運営開始予定日より30日経過しても整わないとき。
	ウ 屋外運動場の維持管理体制が平成15年1月末日になっても整わないとき。
	エ　事業者の責めに帰すべき事由により，事業協定の履行が困難となったとき。
	オ アないしエに規定する場合のほか，事業者が事業協定に違反し，その違反により事業協定の目的を達することができないと認められるとき。
	ア 事業者が，事業を放棄し，30日間以上に渡りその状態が継続したとき。
	イ 事業者が，破産，会社更生，民事再生，会社整理又は特別清算の手続について事業者の取締役会でその申立てを決議したとき，又は第三者（事業者の取締役を含む。）によってその申立てがなされたとき。
	ウ 事業者が，自己の負担する金［　　　］以上の債務の履行を60日間以上に渡り遅延したとき。
	エ 事業者が，業務報告書に著しい虚偽記載を行ったとき。
	ア 本件施設の引渡し前に事業者の責めに帰すべき事由により事業協定が解除された場合，事業者は，市に対して，本件施設の施設整備費相当額の10分の1に相当する額を違約金として支払うものとする。また，出来形部分が存在し，市が当該出来形部分を解除の後に利用する場合には，市は当該出来形部分を確認の上これを買い受けることができるものとし，市は当該出来形部分の買受代金と上記違約金の対当額を相殺により決済することができる。なお，市が本件土地を原状（更地）回復することが妥当と判断し，これを事業者に通知した場合，事業者...
	イ 本件施設の引渡し後に事業者の責めに帰すべき事由により事業協定が解除された場合，市はサービス購入費のうち，施設整備費部分を，解除前の支払スケジュールに従って支払う。ただし，屋外運動場の整備が完工していない場合には，金額を調整する。事業者は違約金として，本件施設等の維持管理委託費部分及びプール運営にかかる業務委託費部分の一年間の金額の20％を市に対して支払うものとする。
	3. 市の債務不履行
	4. 市による任意解除
	5. 市及び事業者に帰責事由のない場合

	第6 公租公課
	第7 法令変更
	1. 通知の付与
	2. 協議及び追加費用の負担
	3. 契約の終了

	第8 不可抗力
	1. 通知の付与
	2. 協議及び追加費用の負担
	3. 不可抗力への対応
	4. 契約の終了

	第9 その他
	1. 契約上の地位の譲渡
	2. 財務書類の提出
	3. 秘密保持
	4. 準拠法
	5. 管轄裁判所
	6. 雑則
	7. 出資者の誓約
	8. 融資団との協議

	別紙１　設計に伴う提出図書
	別紙２　着手時の提出図書
	別紙３　施工時の提出図書
	別紙４　市又は事業者が付保する保険
	別紙５　竣工時の提出図書
	別紙６　竣工時の提出図書（屋外運動場）
	別紙７　本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続
	別紙８　業務報告書の概要（案）
	別紙９　維持管理運営費部分の減額及び支払い停止の方法
	別紙10　法令変更による損害金分担規定
	別紙11　不可抗力による損害金分担規定
	1． 設計建設期間中に不可抗力が生じた場合，本件施設，屋外運動場それぞれにつき，その建設費又は工事費相当額の［1000分の10］に至るまでの追加費用額は事業者が負担するものとし，これを超える額については市が負担する。ただし，事業者が不可抗力により保険金を受領した場合，当該保険金額相当額は追加費用額から控除する。
	2． 本件施設等の維持管理・運営期間中（屋外運動場についてはその完工後）不可抗力が生じた場合，本件施設，屋外運動場それぞれにつき，年間の維持管理・運営費部分相当額の［1000分の10］に至るまでの追加費用額は事業者が負担するものとし，これを超える額については市が負担する。ただし，事業者が不可抗力により保険金を受領した場合，当該保険金額相当額は追加費用額から控除する。

